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盤用熱交換器の能力評価試験方法 

 

１ まえがき 

   この技術資料は、盤用熱交換器の定格能力に関して、製造メーカの間で異なった能力評価試験方

法で行われていたため、定格能力の値がわかりにくかったり混乱が生じる場合があり、統一化が必

要と考えられるため、(1)能力測定用基準箱の仕様(大きさ、材質、断熱材など)、(2)測定方法及び

測定計器、(3)定格能力評価方法、について統一を行うよう定めたものである。 

 

２ 能力測定用基準箱の仕様 

 ２.１ 基準箱の熱リーク量の目安 

     内部撹拌ファンを動作させない状態にて、単位面積当りの放熱量が、約 1〔Ｗ/（㎡・Ｋ）〕以

下であること。 

 ２.２ 基準箱の一般的仕様(例) 

     ａ）寸法（公称） 

       縦 1700㎜×横 700㎜×深さ 700㎜ 

     ｂ）材質 

       鋼板製（塗装仕上） 

     ｃ）断熱材 

       ポリスチレンフォーム、グラスウール等熱リーク量を満足するもの。（基準箱の内側全面

に張り付ける。） 

     ｄ）熱源 

       スペースヒータ、シーズヒータ等容量が充分なもの。（輻射熱の影響をなくすため遮熱板

を使用。） 

 

 参考 

  鋼板厚さ 1.6㎜または 2.3㎜ 

  アルミ箔付きイソシアヌレートフォーム 厚み 25㎜、熱伝導率 0.019〔Ｗ/（ｍ・Ｋ）〕 

  ポリスチレンフォーム 厚み 30㎜、熱伝導率 0.027〔Ｗ/（ｍ・Ｋ）〕 

  アルミクラフト紙付きグラスウール 厚み 50㎜、熱伝導率 0.034〔Ｗ/（ｍ・Ｋ）〕 

  シーズヒータ AC200Ｖ、700Ｗ×5本 

  遮熱板 平板パンチングメタル 

 （穴径 3㎜×ピッチ 5㎜ 穴部開口率約 60％） 

 

  図１に能力測定用基準箱の一般仕様を示す。 
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  図１ 能力測定用基準箱の一般仕様 
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３ 測定方法及び測定計器 

 ３.１ 測定計器及び電気回路図 

     熱電対 ：0.75級（Ｔタイプ.Ｋタイプ） 

     記録温度計 ：±（0.05％ of RDG＋0.5℃） 

     交流電圧計 ：0.5級 

     交流電流計 ：0.5級 

     単相電力計 ：0.5級 

     電圧調整器 

     開閉器 

     シーズヒータ 

 

 

 

    注 1）電圧変動の起きる可能性がある場合には、安定化電源の使用が望ましい。 

 

 ３.２ 基準箱の熱リーク試験 

     能力測定用基準箱内のヒータユニットの発熱量を段階的に変化させ、基準箱内、上、中、下層

各 4点の定常状態 2）となった温度を測定する。 

     この合計 12点の平均温度より、外気温度 3）を差し引いた値ΔＴ（温度差）を横軸に、ヒータ

ユニットの発熱量 P を縦軸にグラフを作成し、単位温度差当りの発熱量Ｐ／ΔＴを求め、基準

箱の表面積 4）で除した値を求める。 

     ただし、温度差 15Ｋ～25Ｋの熱リーク量が、約 1〔Ｗ／（㎡・Ｋ）〕以下が望ましい。（図 6参

照） 

 

    注 2）上・中・下層の各平均温度の温度バラツキが最小（温度差 3Ｋ以下）となり、12点の平均

温度の変化が 1時間に 1Ｋ以下になった状態をいう。 

      3）外気温度の測定位置は、基準箱から 1ⅿ、床面上から 1ⅿとする。 

      4）基準箱の底面が床面に接している場合は、底面積を除いた面積とする。 

  

 

 A 

単相電力計 交流電流計 

交流電圧計 

電圧調整器 

電源 
AC200V

1） 

図２ 電気回路図の一例 

開閉器 

ヒータユニット 

Ｖ 

Ｗ Ａ 
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 ３.３ 熱電対の取付位置 

     盤用熱交換器の盤内側の吸気口及び排気口の風の流れている部分で、吸排気口端面より 10mm

以下の数点とする。 

     目安としては、1 個のファンで 2～4 点が望ましい。また、熱電対はファンケーシング、ファ

ンガード等には触れないこと。（図３、４、５参照） 

 

 

 

 

 ３.４ 測定方法 5） 

     図２に示した電気回路で、電圧調整器により能力測定用基準箱内ヒータユニット 6）の発熱量

を段階的に変化させていく。 

     このとき盤用熱交換器の盤内側の吸気口平均温度と排気口平均温度との平均値と外気温度の

差が 15Ｋ～25Ｋの間の任意の範囲で、定常状態 7）となった点を 3点以上温度測定する。8） 

 

    注 5）能力試験場所は、風速が最小（1ⅿ／s以下）な環境で測定すること。 

      6）ヒータユニットの遮熱板は確実なものとし、盤用熱交換器との距離は 150mm以上離すこと

が望ましい。（図４参照） 

      7）盤内温度の変化が 30分に 1Ｋ以下になった状態をいう。 

      8）能力測定用基準箱に供試機を取り付けた時、排気された風が直接吸込口に回り込む（ショ

ートサーキット）傾向のある場合は、基準箱内に撹枠ファン等を設け最適な循環になるよ

う配慮する。（図５参照）基準箱内に撹枠ファンを設けた場合は、ファン自身の発熱量（消

費電力）についてもヒータユニットの発熱量として加算する。 

  

熱電対 

吸気又は排気口 

熱電対 

吸気又は排気口 
図３ 
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４ 定格能力算出方法 

   盤用熱交換器の定格能力は以下のように決定する。 

   盤用熱交換器の盤内側の吸気口平均温度と排気口平均温度との平均値と外気温度との温度差Δ

Ｔと発熱量Ｐとの関係を図６のように求める。 

   温度差ΔＴ＝20Ｋ（dt）における発熱量Ｐから、能力測定用基準箱の熱リーク量Ｐ0を差し引いた

もの（熱交換器による盤内から盤外への移動熱量）を、温度差 20Ｋ（dt）で除した値を盤用熱交換

器の定格能力Ｑとする。（下式参照） 

 

   盤用熱交換器定格能力 Ｑ＝（Ｐ－Ｐ0）／dt〔Ｗ／Ｋ〕 

 

  なお、図 6において 

   ΔＴ：盤内側空気の平均温度と外気温度との温度差 Ｔhm－Ｔo〔Ｋ〕 

      Ｔhm：盤内側空気の平均温度（Ｔhi＋Ｔho）／2〔℃〕 

      ここに、Ｔhi：盤内側吸気口平均空気温度〔℃〕 

          Ｔho：盤内側排気口平均空気温度〔℃〕 

      Ｔo：外気温度〔℃〕 

    Ｐ：ヒータユニットの発熱量〔Ｗ〕 

      なお、能力測定時に撹枠ファンを用いる場合には撹拌ファンの発熱量も含める。 

    Ｐ0：能力測定用基準箱の熱リーク量〔Ｗ〕 

 

 

 

 

 

 

dt 

Ｐo 

Ｐ Ｐ、Ｐo〔Ｗ〕 

p 

po 

0 10 20 30 

ΔT〔Ｋ〕 

盤用熱交換器定格能力 

Ｑ＝（P－Po）/dt〔Ｗ/Ｋ〕 

図６ 定格能力算出方法 
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盤用熱交換器の能力評価試験方法  解説 

 盤用熱交換器の能力試験評価方法に関する技術資料は、各製造メーカでの試験方法の相違による定格

能力値の各社間におけるバラツキを出来る限り少なくすることを目的として 1992年に制定された。 

 今回の改正では、盤用熱交換器の能力評価の精度向上を目的として、最新の情報に合わせて内容の一

部を改正した。 

  ａ）能力測定用基準箱の一例を一般仕様という表記に変更した。 

  ｂ）測定計器及び電気回路図の表記を旧 JISの表記を見直した。 

 

１ 解説 

  ａ）本資料での盤用熱交換器の能力評価試験は、盤外に熱が逃げないような理想的な断熱箱にでき

るだけ近い構造の能力測定用基準箱で、内部収納機器は除いた状態における試験方法である。 

     しかし、実際には制御盤の寸法、構造、内部に収納された電気機器の取り付け状態による風

の流れの変化等により、盤用熱交換器の冷却能力は変化すると考えられている。これらの内容

までを含めた詳細については、この能力評価試験方法では、特に定めていない。 

一例という表記をしていたが、能力測定用基準箱は各社間で使用している部材に多少のバラツ

キがあったことから、一般仕様という表記へ変更した。 

  ｂ）測定計器及び電気回路図の表記について、旧 JISの表記を最新版に合わせて見直しをした。 
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